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２０１６年７月１４日
愛知県市町村保健師協議会研修会
（愛知県国民健康団体連合会国保会館）

「地域包括ケアシステム」について
～桑名市の構築に向けた取り組み～

桑名市保健福祉部地域介護課
中央地域包括支援センター（障害福祉課併任）

社会福祉士 西村 健二

桑名市 ゆめはまちゃん （ゆるキャラグランプリ2015 三重県内第１位）



本日の進め方

• １．地域包括ケアシステムとはなにか？

• ２．地域包括ケアシステムはどうして必要なのか？

• ３．桑名市での取り組み

桑名市役所
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桑名市の概要

・三重県北部に位置し、愛知県・岐阜県と県境を接する都市

・平成16年12月、旧桑名市・多度町・長島町が合併し、桑名市が誕生
・面積 136.68㎢ 南北17.75km 東西16.50km

・人口 １４３，０８８人 高齢者 ３５，２３２人 高齢化率 ２４．６２％
・要介護・要支援認定率 １４．１５％ （平成２８年３月３１日現在）

・日常生活圏域 ６（東・西・南・北・多度・長島）
・地域包括支援センター ６（中央・東部・西部・南部・北部東・北部西）
運営方式＝直営型１、委託型５（社協２、医療法人２、社会福祉法人１）
直営型の中央包括は基幹型包括として機能している
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地域包括支援センター一覧

センター名 担当地区 所在地 電話番号

東部地域
包括支援センター

精義・立教・修徳・大成・
城東（地蔵・東野を除く）

内堀17番地 24-8080

西部地域
包括支援センター

桑部・在良・七和・久米 西金井170番地 25-8660

南部地域
包括支援センター

日進・益世・城南・
城東（地蔵・東野のみ）

江場776番地5 25-1011

北部西地域
包括支援センター

筒尾・松ノ木・大山田・星見ヶ丘・
野田・藤が丘・陽だまりの丘・多度

多度町多度1丁目1番地1 49-2031

北部東地域
包括支援センター

大和・新西方・深谷・長島 長島町松ヶ島66番地 42-2119

中央地域
包括支援センター

全域 中央町2丁目37番地 24-5104
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名称 担当地区 委託先
社会
福祉士

保健師
看護師

主任介護
支援専門員

その他
（事務員・
相談員等）

兼務
専門職

合計

中央 全域 直営 １ ３ １ ７ ８ ２０

東部
精義・立教・

城東・修徳・大成
医療
法人

１ １ １ ２ ― ５

西部
桑部・在良・七和・
久米・星見ヶ丘

社会福
祉法人 ２ １ １ １ ― ５

南部 日進・益世・城南
医療
法人 ２ ２ １ １ ― ６

北部東
大和・深谷・

長島
社協 ２ ２ ２ ２ ― ８

北部西
大山田・藤が丘・

多度
社協 ２ １ ２ ２ ― ７

合 計 １０ １０ ８ １５ ８ ５１

（平成２８年５月２５日現在）

（単位：人）

地域包括支援センターの職員配置
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桑名市役所の社会福祉士
（単位：人）
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愛知県市町村保健師協議会研修会

１．地域包括ケアシステムとはなにか？
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KUWANA CENTRAL COMMUNITY SUPPORT CENTER

木曽三川と長島輪中



• ① ニーズに応じた住宅が提供されることを基本とした上で、
生活上の安全・安心・健康を確保するために医療や介護のみ
ならず、福祉サービスも含めた様々な生活支援サービスが日
常生活の場（日常生活圏域）で適切に提供できるような地域
での体制（地域包括ケア研究会『地域包括ケア研究会報告書～今後の検討のた

めの論点整理～』2009.5）。

• ② 高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、
可能な限り住み慣れた地域で生活を継続することができるよ
うな包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケア研究会『地域包括

ケアシステムの構築における今後の検討のための論点』2013.3）。
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地域包括ケアシステムの定義①



• ③ 重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分ら
しい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療
・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される体制
（厚生労働省全国介護保険担当部局長会議資料、2013.11）。

• ④ 地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣
れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営
むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自
立した日常生活の支援が包括的に確保される体制（持続可
能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律第4条第4項、
2013.12）（地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律第2条

第1項、2014.6）。
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地域包括ケアシステムの定義②



• つまり、「高齢者が、住み慣れた地域で

可能な限り暮らし続けることのできる体制」

といえる。

10桑名藩主本多忠勝

地域包括ケアシステムとは
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• 「地域包括ケアシステム」＝「高齢者が、住み慣れた地域で可能な限り
暮らし続けることのできる体制」を実現するには何をすべきか

• 「地域生活継続の限界点を高めること」ではないでしょうか

• 高齢者が地域で暮らすことを阻害する要因「地域課題」を
明らかにし、その解消を図る

• 地域課題はひとつではなく、いくつもある

また、時間の経過とともに変化したり、増減したりする

• 地域課題を徐々に解消することで、

地域包括ケアシステム構築をめざす 11

地域包括ケアシステム実現に向けて
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【参考文献】 西村健二「桑名市地域包括支援センターにおける困難事例要因調査について ～地域包括ケアシステムのボトムアップ型構築法確立を目指して
～」（『第22回日本社会福祉士会全国大会・社会福祉士学会大会要録』2014.7.5）

地域包括ケアシステム構築の流れ
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現状、目標、課題の位置関係

現状

目標

課題

・①地域アセスメントにより

「現状」を知る

・②本来のあるべき姿、

望ましい水準を「目標」とする

・③「現状」と「目標」の差、

そこに横たわるものが「課題」

・④「課題」を解消することで

現状が高まり、目標に近づく

・⑤大きな課題には、実現可能な

小目標（スモールステップ）を

設置する

目標ー現状＝課題

実現可能な
スモールステップ
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【参考】「桑名市における『地域包括ケアシステム』の構築に向けた地域課題の把握のための調査
～『地域ケア会議』での個別事例の検討を通じて～」報告書（平成２６年７月桑名市地域包括支援センター）の概要

○ 平成２５年１２月、地域包括支援センター等の職員を対象として、
「高齢者『単身』『のみ』世帯の生活上の困りごと調査」を実施。

なった。

第４部 高齢者「単身」「のみ」世帯の生活上の困りごと調査

○ 平成２３年４月～平成２５年９月に地域包括支援センターで対応された
すべての困難事例について、要因を分析。

第３部 困難事例要因調査

○ 平成２６年３月、介護支援専門員等を対象として、「地域課題把握のためのアンケート調査」を実施。
○ 平成２６年６月、介護支援専門員等の参加を得て、地域課題把握のための「地域ケア会議」を開催。

第１部 地域課題把握のためのアンケート調査

○ 平成２６年３～６月、個別事例振り返りのための「地域ケア会議」を開催。
○ 具体的には、高齢者が自宅を離れて施設に入所した事例について、
「在宅生活継続の阻害要因」を分析し、「在宅生活継続の限界点を高める方法」を検討。

第２部 個別事例振り返りのための「地域ケア会議」

62.2
64.3
64.3
64.3

67.1
68.5
69.2
69.9
70.6

72.7
76.9
78.3

80.4
83.9

89.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

日中の見守り、介護

介護者の疾患・障害

ひとり暮らし

在宅診療、往診、看取りのできる医療機関不足

服薬管理

徘徊の不安

食事

火の不始末

身寄りがない、支援者不在

サービス等の拒否

低収入・無収入

夜間の見守り・介護

排泄・トイレ

老老介護・認認介護

介護疲れ・介護負担

高齢者が自宅を離れた要因 （単位：％）

70.3

27.4

2.3
0

20

40

60

80

認知症あり 認知症なし 不明・未記入

施設に入所した高齢者に係る

認知症の有無 （単位：％）

44.1
51.0 

4.9

0

20

40

60

入院あり 入院なし 不明・未記入

施設に入所した高齢者に係る

入所前の入院の有無 （単位：％）

6.3 
8.0 
8.2 

9.2 
12.9 

18.6 
22.7 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

散歩・外出

掃除

家の中の修理、電球の交換、部屋の模様替え

ごみだし

食事の準備・調理・後始末

買い物

通院

高齢者「単身」「のみ」世帯の生活上の困りごと （単位：％）

50.6 49.8 

42.3 

35.9 
34.3 34.0 

29.1 
27.2 

25.7 24.5 
22.3 

19.6 
18.1 

15.9 
13.6 12.8 

9.8 9.4 9.4 9.1 
7.6 7.6 7.2 7.2 

5.7 4.5 3.8 3.8 
1.9 

0.0 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

家
族
関
係

認
知
症

拒
否
・
気
質

制
度
重
複

社
会
的
孤
立

養
護
者

介
護
調
整

低
収
入

身
寄
り
な
し

成
年
後
見

債
務
・
浪
費

精
神
・
知
的

医
療
連
携

養
護
者
精
神

状
態
困
難

依
存
保
証
・
同
意

生
活
保
護

支
援
者
力
量

身
体
的
虐
待

心
理
的
虐
待

経
済
的
虐
待

ク
レ
ー
ム

社
会
資
源

自
己
虐
待

介
護
放
棄

ア
ル
コ
ー
ル

悪
徳
商
法

法
務
・
犯
罪

性
的
虐
待

困難事例の要因 （単位：％）

14



• 「介護」、「医療」、「福祉」という専門的なサービスと、その前提として
の「住まい」と「介護予防・生活支援」が相互に関係し、連携しながら
在宅の生活を支えている（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「地域包括ケ

ア」ホームページ、2016.7閲覧）。

• 介護予防は、生活支援と一体的に、住民自身や専門職以外の担い
手を含めた多様な主体による提供体制に移行。

• 「外出できる体」づくり⇒「外出する用事」づくり（大渕修一「介護予防を「
葉」から「土」へ」『月刊介護予防vol.245』2016）

• 「本人・家族の選択と心構え」

＝単身・高齢者のみ世帯が主流となる

中で、在宅生活を選択することの意味

を、本人家族が理解し、そのための心

構えを持つことが重要（厚生労働省「地域

包括ケアシステム」ホームページ）。 15

５つの構成要素

三菱東京UFJリサーチ＆コンサルティング
「＜地域包括ケア研究会＞地域包括ケアシステムと地域マネジメント」2016



• 自助・・・自分のことを自分でする、自らの健康管理（セルフ
ケア）、保険外サービスの利用など（都市部で重要）

• 互助・・・地域住民による支え合い、ボランティア活動（インフ
ォーマルな相互扶助）など（都市部以外の地域で重要）

• 共助・・・介護保険、医療保険などの制度化されたサービス
（フォーマルな相互扶助）など

• 公助・・・自助・互助・共助では対応できない領域の公的支
援、例えば生活保護、措置入所など

• 今後は自助・互助の果たす役割が大きくなることを意識した
取り組みが必要、ただし相互の連携が重要

自助・互助 ＞ 共助・公助
16

自助・互助・共助・公助



何を目指し、何に取り組むのか

• 具体的には何に取り組むべきか⇒５つの方向性（厚生労働省第99回市町村職員を
対象とするセミナー資料、2013.11）

• ①医療・介護連携・・・関係者に対する研修等を通じて、医療と介護の濃密なネッ
トワークが構築され、効率的・効果的できめ細かなサービスの提供が実現

• ②認知症施策・・・初期集中支援チームの関与による認知症の早期診断、早期対
応や地域支援推進員による相談対応等により認知症でも生活できる地域を実現

• ③地域ケア会議・・・多職種連携、地域のニーズや社会資源を的確に把握可能に
なり、地域課題への取組が推進され、高齢者が地域で生活しやすい環境を実現

• ④生活支援・・・コーディネーターの配置等を通じて地域で高齢者のニーズとボラ
ンティア等のマッチングを行うことにより、生活支援の充実を実現

• ⑤介護予防・・・多様な参加の場づくりとリハビリ専門職等を活かすことにより、高
齢者が生きがい・役割をもって生活できるような地域を実現 17

国が示す５つの重点項目



目標は２０２５年、あと９年
• 目標＝団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年

18

第5期計画
2012
～2014

第９期計画

2024
～2026

第８期計画

2021
～2023

第７期計画

2018
～2020

第６期計画

2015
～2017

＜2025年までの見通し＞

20252015

団塊世代が65歳に 団塊世代が75歳に

「地域包括ケア計画」と位置づけ

２０２５年をめざして



いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね
３０分以内に必要なサービスが提供さ
れる日常生活圏域（具体的には中学
校区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護等

日常の医療：
・かかりつけ医
・地域の連携病院

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入
所

・急性期病院
・亜急性期・回復期
リハビリ病院

病気になったら･･･

医 療
介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステム

認知症の人

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で
自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一
体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を実現していきます。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるために
も、地域包括ケアシステムの構築が重要です。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は
減少する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差が生じています。

地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、
地域の特性に応じて作り上げていくことが必要です。
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「地域包括ケアシステム」の構築の必要性

２０世紀＝短命社会
『病院の世紀』

生活環境の変化に強い
青壮年期の患者を対象に

疾病を治癒して社会復帰を目指す

「治す医療」

「病院完結型医療」
（＝病院単独で提供される医療）

２１世紀＝長寿社会
『地域包括ケアの世紀』

生活環境の変化に弱い
老年期の患者を対象に

疾病と共存して生活の質の維持・向上を目指す

「治し・支える医療」

「地域完結型医療」
（＝病院を含む地域全体で提供される医療）

豊富な若年労働力
家族と同居する高齢者

専門職依存型のサービス提供

“支え手”と“受け手”との分離・固定化
（地域コミュニティの衰退）

希少な若年労働力
独り暮らしの高齢者

地域住民参加型のサービス提供

“地域支え合い体制づくり”
（地域コミュニティの再生）

“ときどき入院・ほぼ在宅”
（自分らしい生活の中での幸福な人生の最期）

施設に収容する福祉

長期入院
（病院の中で管理された人生の最期）

地域に展開する介護

20



２．地域包括ケアシステムはどうして必要なのか？

21

KUWANA CENTRAL COMMUNITY SUPPORT CENTER

六華苑（旧諸戸清六邸）

愛知県市町村保健師協議会研修会
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上昇する高齢化率

出典：厚生労働省ホームページ
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高齢者は微増、支え手は減少

出典：厚生労働省ホームページ



団塊ジュニア

最多階層 81歳

２０５５年の人口ピラミッド
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減少する日本の人口

・2004年をピークに日本は人口減少期に入った
・2100年には、明治時代の人口水準にまで減少する
・高齢化率は右肩上がりに伸びていく
・2015年国勢調査では、2010年から94万7千人減少（和歌山県と同程度）
・年平均18万9千人減少している（豊川市と同程度）

年 1192 1338 1603 1745 1868 1945 2000 2004 2013 2030 2050 2100

推計
人口

757 818 1,227 3,128 3,330 7,199 12,693 12,784 12,730 11,522 9,515 4,771 

高齢
化率

5.1 17.3 19.6 25.1 31.8 39.6 40.6

備考
鎌倉幕
府成立

室町幕
府成立

江戸幕
府成立

享保
改革

明治
維新

終戦
人口
ピーク

（単位：万人）
（単位：％）日本の将来推計人口
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人口構造に関するこれからの課題

・これから人口は急激に減少
・支え手の現役世代は少なくなる

・高齢化率は高くなる

「地域包括ケアシステム」の
早急な構築が必要



区 分
平成２２年

（２０１０年）実績
平成３７年

（２０２５年）推計
平成４７年

（２０３５年）推計

０～１４歳人口
２０，４２６人
（１００．０）

１５，４０４人
（７５．４）

１３，７５６人
（６７．３）

１５～６４歳人口
８９，４００人
（１００．０）

８３，７８３人
（９３．７）

７５，８３５人
（８４．８）

６５歳以上人口
３０，４６４人
（１００．０）

３８，８３４人
（１２７．５）

４１，６９５人
（１３６．９）

うち
７５歳以上人口

１４，１３０人
（１００．０）

２３，０６４人
（１６３．２）

２４，１６７人
（１７１．０）

総 人 口
１４０，２９０人
（１００．０）

１３８，０２１人
（９８．４）

１３１，２８６人
（９３．６）

死亡者数
１，１９９人
（１００．０）

１，６８３人
（１４０．４）

１，８０５人
（１５０．５）

注 括弧内は、対平成２２年（２０１０年）比である。
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＜出典＞ 「桑名市の将来人口推計」（平成２６年２月桑名市）（死亡者数にあっては、国立社会保障・人口問題研究所等）

桑名市の人口構造



7,566 8,242 8,768 9,475 9,952

1,825
2,688

3,699
4,781

5,834

1,075

1,594

2,272

2,920

3,673

0

5000

10000

15000

20000

高齢者同居世帯

高齢者夫婦世帯

高齢者単身世帯

10,46
12,524

14,739

17,176

19,459
（世帯）

１．世帯類型別の世帯数

72.3%
65.8%

59.5% 55.2% 51.1%

17.4%
21.5%

25.1%
27.8%

30.0%

10.3% 12.7% 15.4% 17.0% 18.9%

0%

50%

100%

高齢者同居世帯 高齢者夫婦世帯 高齢者単身世帯

２．世帯類型別の構成割合

28
注 平成２年、平成７年及び平成１２年は、旧桑名市、旧多度町及び旧長島町の合計である。
＜出典＞ 国勢調査

桑名市の高齢者世帯の状況



○ 「自宅で介護サービスなどを活用しながら介護したい」が６０．６％。
○ 「福祉施設や病院などに入所（入院）させたい」が１８．４％。

＜出典＞「桑名市地域福祉に関する市民アンケート結果報告書」（平成２５年３月）

１．家族に介護が必要になった場合の希望

○ 「自宅で介護サービスなどを活用しながら介護してもらいたい」が４７．９％。
○ 「福祉施設や病院などに入所（入院）したい」が２９．８％。

２．自分に介護が必要になった場合の希望

■ 自宅で家族などを中心に介護したい ■ わからない
■ 自宅で介護サービスなどを活用しながら介護したい ■ 無回答
■ 福祉施設や病院などに入所させたい

■ 自宅で家族などを中心に介護してもらいたい ■ わからない
■ 自宅で介護サービスなどを活用しながら介護してもらいたい ■ 無回答
■ 福祉施設や病院などに入所したい

29

桑名市における介護に関する希望



0

200,000

400,000

600,000
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1,000,000
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1,400,000
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5
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0
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0
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0

2
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0
5

2
0
1
0

2
0
1
5

2
0
2
0

2
0
2
5

2
0
3
0

自宅 介護施設 その他 病院・診療所

【資料】
2010年（平成22年）までの実績は厚生労働省｢人口動態統計｣
2011年（平成23年）以降の推計は国立社会保障・人口問題研究所｢人口統計資料集（2006年度版）｣から推定

2010年 死亡者数 1,192千人
65歳以上 1,020千人

実績 推計

年

人

※介護施設は老健、老人ホーム

2030年 推計死亡者数 1,597千人
(405千人増)

2030年までに約40万人死亡者数が増加すると見込まれるが、看取り先の確保が困難

課題

30

死亡場所別死亡者数の推移及び推計



＜出典＞ 平成２５年「三重県の人口動態統計」

桑名市 四日市市

病院833人

（66.1 ％）

診療所120人

（9.5 ％）

老人保健施設54人

（4.3 ％）

老人ホーム76人

（6.0 ％）

自宅142人

（11.3 ％）

その他36人

（2.9 ％）

1,261人
（100％）

病院1,932人

（68.7 ％）

診療所20人

（0.7 ％）

老人保健施設139人

（4.9 ％）

老人ホーム147人

（5.2 ％）

自宅509人

（18.1 ％）

その他67人

（2.4 ％）

2,814人
（100％）

31

桑名市・四日市市の死亡場所別死亡者数
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介護人材の推移

・介護人材は平成12年度の介護保険開始から12年で
約3倍に増えた
・高齢者が増える中、将来の介護人材の確保が不透明

年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度

人数 54.9 66.2 75.6 88.5 100.2 112.5

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

118.6 124.2 128 134.3 133.4 139.9 153.2

（単位：万人）

出典：厚生労働省ホームページ



愛知県市町村保健師協議会研修会

３．桑名市での取り組み

33

KUWANA CENTRAL COMMUNITY SUPPORT CENTER

多度まつり（５月４・５日）



一般高齢者 要支援者

（介護保険法第２条第４項及び第５条第３項）（介護保険法第２条第２項及び第５条第３項）

「桑名市地域包括ケア計画」の基本理念

在宅サービス 施設サービス要介護者

①身近な地域での
多様な資源の「見える化」・創出

②多職種協働による
ケアマネジメントの充実

③施設機能の地域展開

『地域ケア会議』
『在宅医療・介護
連携推進事業』

『認知症施策推進事業』

『従来の在宅サービスと
異なる内容の

新しい在宅サービス』

『介護予防・日常生活支援
総合事業』

『生活支援体制整備事業』

介護予防に資する
サービスの提供

在宅生活の限界点を
高めるサービスの提供

健康の保持増進 能力の維持向上

セルフマネジメント（「養生」）

（介護保険法第４条第１項）

高齢者の尊厳保持・自立支援
（介護保険法第１条）
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①身近な地域での多様な資源の「見える化」・創出

「サポーター」（地域住民）

高齢者サポーター、民生委員、食生活改善推進員、
シルバー人材センター、ボランティアグループ、民間事業者等

生活機能の向上
（運動、栄養、口腔、認知等）

「見える化」
・創出

専門職が専門的な
サービスの提供に

集中する

桑名市
桑名市地域包括支援センター
桑名市社会福祉協議会

（専門職等）

高齢者が介護保険を
『卒業』して地域活動に

『デビュー』する

「見える化」
・創出

短期集中予防サービス
（専門職）

保健師、看護師、管理栄養士、
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、
歯科衛生士、社会福祉士、介護福祉士、
訪問介護員等

通所介護
（専門職）

訪問介護
（専門職）

通所

訪問

高齢者

高齢者サポーター、健康推進員、地区社会福祉協議会、
自治会、老人クラブ、ボランティアグループ、民間事業者等

「通いの場」（地域住民）

参加

参加

活動

心身機能

桑名市
桑名市地域包括支援センター
桑名市社会福祉協議会

（専門職等）

44
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②多職種協働によるケアマネジメントの充実

高齢者
（介護保険の被保険者）

及びその家族

「地域ケア会議」の一類型としての「地域生活応援会議」

「地域包括支援センター長会議」等

介護支援専門員
（ケアマネージャー）

「サービス担当者会議」

一般高齢者 要支援者 要介護者

介護保険を
『卒業』して
地域活動に
『デビュー』する

住み慣れた
環境で
生き生きと
暮らし続ける

桑名市
（介護保険の保険者）

桑名市地域包括支援センター
（桑名市の委託を受けた準公的機関）

サービス担当者
（医療、介護、予防、
日常生活支援等）

連携連携

多職種協働での支援

主任介護支援専門員

保 健 師

社 会 福 祉 士

管 理 栄 養 士

理 学 療 法 士

歯 科 衛 生 士
薬 剤 師 等

在宅サービス 施設サービス

在宅生活の限界点を
高めるケアマネジメント

介護予防に資する
ケアマネジメント

「セルフマネジメント（養生）」

作 業 療 法 士

言 語 聴 覚 士「生活支援コーディネーター
（ 地 域 支 え 合 い推 進 員 ） 」
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サ ー ビ ス 付 き
高齢者向け住宅

食 堂

ス タ ッ フ
ステーション

訪

問

介

護

配

食

自 宅医 療 機 関

自 宅

自 宅

医 療 機 関

事業所
介護

自 宅

訪
問
介
護

通
所
介
護

配

食

訪
問
看
護

③施設機能の地域展開

短
期
入
所
生
活
介
護

訪
問

診
療

厨 房

訪
問
診
療

自 宅

短
期
入
所

生
活
介
護

施 設 在 宅

訪
問
看
護

ホール

通

所

介

護

37

地域の「自宅」

地域の「道路」施設の「廊下」

施設の「部屋」

～施設と同じ安心を自宅に届ける「新しい在宅サービス」～



愛知県市町村保健師協議会研修会

３－①．身近な地域での多様な資源の「見える化」・創出
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KUWANA CENTRAL COMMUNITY SUPPORT CENTER

東海道 七里の渡し
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（円）

全国 三重県 桑名市

桑名市
5,475円

三重県
4,959円

全国
3,895円

三重県
1,118円

全国
1,372円

全国
2,812円

三重県
3,173円

桑名市
3,414円

桑名市
1,566円

【参考】第１号被保険者１人当たりのサービス種類別給付月額（平成２６年９月）



介護予防に資するサービスの提供により、「健康寿命」の延伸と「地域支え合い
の体制づくり」を目指すもの

専門職
のサービス

専門職以外の
多様なサービス

一般介護予防

介護予防訪問介護
介護予防通所介護
（相当サービス）

これまでの介護予防給付が専門職
のサービスでありながら、充分に機
能していないとされたことが重要

短期集中予防
サービスの提供

多職種協働のケアマネジメント支援
で、必要なサービスを見極め、適切に
サービスを提供することが重要

地
域
資
源
の
見
え
る
化
・創
出

ここはまだ無い。

従前の相当サー
ビスでカバーこのサービスは

無くなる

40

桑名市の「介護予防・日常生活支援総合事業」



対象者

月１回以上の訪問
（生活環境調整等）

介護
専門職

アセスメント
モニタリング

サービス事業所

対象者

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
専門職

介護
専門職

２２，０００円/月・人

１～３月目 ４～６月目

２１，０００円/月・人

注 利用者負担は、サービス単価の１割。

週１回以上の
送迎を伴う通所
（機能回復訓練等）

趣 味

農作業 家 事

通いの場

「介護予防
ケアマネジメント」の

実施機関
３，０００円

サービス事業所
１８，０００円

対象者
２，０００円

「元気アップ
交付金」

６月以上

通所介護等の
介護保険を利用

介護保険を「卒業」
地域活動に「デビュー」

地
域
生
活
応
援
会
議

地
域
生
活
応
援
会
議

【参考】「くらしいきいき教室」のイメージ
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・通いの場とは、「介護予防」「閉じこもり予防」「安否確認」「健康づくり」の

ため、集会所などの場所で、地域の住民が運営する「地域住民の集う場」

・通いの場の特徴

①参加者の半数以上が、65歳以上の方

②開催回数は原則月1回以上（ただし、地域の実情による）

③1回の参加者が5人以上

④政治、宗教を伴う活動や営利を目的とした活動でないこと

・健康・ケアアドバイザーは、桑名市が、通いの場へ、専門職を派遣し、

その運営を支援する

・管理栄養士、歯科衛生士、理学療法士、健康運動指導士、

保健師、社会福祉士、司法書士など

・派遣上限：月4回以上開催⇒年6回、月1回以上開催⇒年2回、

年5回以上開催⇒年1回
42

「通いの場」登録と健康・ケアアドバイザー派遣



ＤＶＤ視聴
～約７分間～

43

「通いの場」の紹介



【参考】地域住民を主体とする「サポーター」
－長島圏域のボランティアグループ「ニコニコ会」・「スマイル」－

44

○ 独り暮らし高齢者について、栄養の改善及び安否の確認を図ることは、重要。

○ 平成３年度、旧長島町社会福祉協議会の呼び掛けを

受けて、ボランティアグループ「ニコニコ会」・「スマイル」を

結成。

○ 具体的には、長島圏域在住の独り暮らし高齢者のうち、

「桑名市訪問給食サービス事業」を利用しないものを

対象として、各月の第１～３水曜日、夕食を提供。
（注） 各月の第４週に長島福祉健康センターで開催される

「生きがい広場」では、昼食を提供。

○ この場合においては、長島福祉健康センターを拠点として、

「ニコニコ会」で弁当の調理を、

「スマイル」で弁当の配達をそれぞれ担当。
（注１） 弁当の食材の一部には、会員が自らの畑で収穫した季節の野菜を使用。

（注２） 利用者負担は、材料費相当分で１回当たり４００円。

（注３） 利用実績は、平成２６年度には、延べ９４９回。
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○ 買い物支援は、独り暮らし等の

高齢者にとっては、食材調達のほか、

地域交流のためにも、重要。

【参考】地域住民を主体とする「サポーター」
－伊曽島地区の「いそじま朝市」－

○ 平成２１年１１月、「Aコープ」伊曽島店が閉鎖。

○ それを契機として、平成２３年９月以降、毎週水曜日、

「いそじま朝市の会」において、農業協同組合の協力を得て、

「Aコープ」伊曽島店の跡地を活用することにより、

近隣の農家、商店等の協力を得て、「いそじま朝市」を開催。
（注）「いそじま朝市の会」のボランティアは、平成２７年３月現在、１４人。

45

平成２６年２月１９日
「いそじま朝市」



○ 平成２６年４月以降、週１回、一般家庭において、

ボランティア等の協力を得て、地域住民を対象として、

空室を活用した「サロン＆はる」を開催。
（注） 平成２６年度には、４９回にわたり、延べ５７７名の参加を得たところ。

○ その中では、会話や飲食のほか、講演会、音楽会等を実施。
（注） １人１回当たりの参加費は、昼食・おやつ・飲み物代で５００円。

○ 介護予防に資するよう、

多様な通いの場を創出することは、

重要。

平成２６年６月２６日
「サロン＆はる」
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【参考】地域住民を主体とする「通いの場」
－日進地区の「サロン＆はる」－



【参考】地域住民を主体とする「通いの場」
－新西方地区の「桑名Ｃ・Ｔ（コーヒー・タイム）会」－

47

○ 介護予防に資するよう、多様な通いの場を創出することは、重要。

○ 平成２１年頃、地域で喫茶店を一緒に利用していた

自治会役員経験者等において、相互の

コミュニケーションを通じて現役を引退した後の生活を

楽しむため、「桑名C・T（コーヒー・タイム）会」を結成。

○ 平成２４年９月以降、新西方コミュニティーセンターを

拠点として、次に掲げる同好会を運営。

① 茶話会

② いきいき体操会
③ グランドゴルフ会
④ シニアゴルフ会
⑤ 歴史探訪・ハイキング会
⑥ 囲碁クラブ
⑦ やごめの会（カラオケ・昼食会）

平成２６年８月１日
「茶話会」

平成２６年８月１１日
「いきいき体操会」
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○ 介護予防に資するよう、多様な通いの場を創出することは、重要。

○ 平成２２年９月以降、長島防災コミュニティーセンター等において、

地域住民がボランティアとして「出口まめじゃ会」を開催。

（注）平成２６年度には、４回にわたり、１回当たりで約６０人の参加を得て、開催。

○ 平成２４年頃より、駐車場、カラオケ喫茶、集会所、公園等において、

地域住民がボランティアとして次に掲げる等の活動を展開。

① 「美笑会」（ラジオ体操）
（注）平成２６年度には、７～１１月の間、月１０回、１回当たりで約３５人の参加を得て、開催。

② 「カラオケクラブ」
（注）平成２６年度には、月２回、１回当たりで約１５人の参加を得て、開催。

③ 「囲碁・将棋クラブ」
（注）平成２６年度には、月２回、１回当たりで約１２人の参加を得て、開催。

④ 「パソコン友の会」
（注）平成２６年度には、月２回、１回当たりで約１５人の参加を得て、開催。

⑤ 「グランドゴルフクラブ」
（注）平成２６年度には、月２回、１回当たりで約２５人の参加を得て、開催。

⑥ 「出口ソフトボール」
（注）平成２６年度には、３～１１月の間、月３回、１回当たりで約２０人の参加を得て、開催。

平成２６年６月２６日
「出口まめじゃ会」

平成２６年１２月９日
「カラオケクラブ」

【参考】地域住民を主体とする「通いの場」－長島中部地区の「出口自治会」－



「通いの場」作りませんか？

「通いの場」立ち上げ支援用資料より



自主グループスタート応援事業

桑名いきいき体操 種類
茶話会・レクレーションなど

その他

職員等による体操の指導
体力測定（スタート時・6か月後）

内容 運営支援

１年 期間 １年

６回程度 回数 ６回程度

中央保健センター
桑名いきいき体操サポーター 等

応援機関
各地域包括支援センター
高齢者サポーター 等



愛知県市町村保健師協議会研修会

３－②．多職種協働によるケアマネジメントの充実
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KUWANA CENTRAL COMMUNITY SUPPORT CENTER

東海道 七里の渡し



※地域ケア会議の参加者や規模は、検討内容によって異なる。

「地域ケア会議」の５つの機能

①個別課題
解決機能

③地域課題
発見機能

②ネットワーク

構築機能

④地域づくり・
資源開発
機能

⑤政策
形成
機能

■自立支援に資するケアマネジメントの支援
■支援困難事例等に関する相談・助言
※自立支援に資するケアマネジメントとサービス
提供の最適な手法を蓄積
※参加者の資質向上と関係職種の連携促進
→サービス担当者会議の充実

■潜在ニーズの顕在化
・サービス資源に関する課題
・ケア提供者の質に関する課題
・利用者、住民等の課題 等
■顕在ニーズ相互の関連づけ

■地域包括支援ネットワークの構築
■自立支援に資するケアマネジメント
の普及と関係者の共通認識

■住民との情報共有
■課題の優先度の判断
■連携・協働の準備と調整

市町村・地域全体で開催

日常生活圏域ごとに開催

個別事例ごとに開催

個別ケースの検討 地域課題の検討

個別事例の課題解決を
蓄積することにより、

地域課題が明らかにな
り、普遍化に役立つ

地域の関係者の連携を強化するとともに、
住民ニーズとケア資源の現状を共有し、
市町村レベルの対策を協議する

検討結果が個別支援に
フィードバックされる

市町村レベルの検討が円滑に進む
よう、圏域内の課題を整理する

自助・互助・共助・
公助を組み合わせ
た地域のケア体制
を整備

地域包括

ケアシステムの
実現による

地域住民の
安心・安全と
ＱＯＬ向上

機
能

具
体
的
内
容

規
模
・範
囲
・構
造

■有効な課題解決方法の確立と普遍化
■関係機関の役割分担
■社会資源の調整
■新たな資源開発の検討、地域づくり

■需要に見合ったサービスの基盤整備
■事業化、施策化
■介護保険事業計画等への位置づけ
■国・都道府県への提案

52

実務者 代表者



① 各分野で指導的な立場にある地域の関係者の参加を得た
「桑名市地域包括ケアシステム推進協議会」（機能③～⑤）

桑名市の「地域ケア会議」

② 地域の高齢者世帯の困難事例の解決のための
「地域支援調整会議」（機能①～③）

③ 多職種協働でケアマネジメントを支援するための
「地域生活応援会議」（機能①～③）
市主催の実務者レベルによる地域ケア会議

④ 要介護・要支援認定又は「地域生活応援会議」に先立つ暫定的な
サービスの利用のための「ケアミーティング」（機能①～③）

⑤ その他（「高齢者見守りネットワーク」、
「高齢者虐待防止ネットワーク」等）
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【参考】「Ａ型地域生活応援会議」（平成２７年６月１８日）の模様（１）

各地域包括支援
センター

生活支援コーディネーター

介護支援専門員協会

作業療法士

薬剤師

社会福祉士

保健師

保健師

理学療法士

言語聴覚士

管理栄養士

サービス
担当者

介護支援専門員

各地域包括支援
センター

各地域包括支援
センター作業療法士

Ａチーム
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【参考】「Ａ型地域生活応援会議」（平成２７年６月１８日）の模様（２）

介護支援

専門員協会

歯科衛生士

生活支援

コーディネーター

地域包括支援
相談員

社会福祉士

保健師

理学療法士

言語聴覚士

管理栄養士

介護支援
専門員

各地域包括支援
センター

サービス
担当者

作業療法士Ｂチーム

保健師

社会福祉士

理学療法士

保健師
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・平成２６年１０月より開催。毎週水曜日１３：３０より開催。

・１件２０分。

・５件以上の場合は２グループ制で実施、１日最大１６件まで対応可能。

・１３：３０～１３：５０ １例目

１３：５０～１４：１０ ２例目

１４：１０～１４：２０ 時間調整のための休憩①

１４：２０～１４：４０ ３例目

１４：４０～１５：００ ４例目

１５：００～１５：１０ 時間調整のための休憩②

１５：１０～１５：３０ ５例目

１５：３０～１５：５０ ６例目

１５：５０～１６：００ 時間調整のための休憩③

１６：００～１６：２０ ７例目

１６：２０～１６：４０ ８例目 56

地域生活応援会議（Ａ型）のスケジュール（１）



・１件２０分の流れ。

・ケアプラン担当者による説明（３分）

サービス提供事業所の職員による説明（２分×事業所数）

担当地域包括支援センターの職員による説明

アドバイザー及び司会者からの助言

司会者によるまとめ

・アドバイザーの発言順序（ケースによって異なる）

理学療法士⇒作業療法士⇒管理栄養士⇒歯科衛生士⇒言語聴覚士

⇒薬剤師⇒介護支援専門員⇒生活支援コーディネーター

・アドバイスがない場合は「特にありません」の発言

⇒専門性にもとづいた「アドバイスがない」との判断と言える
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地域生活応援会議（Ａ型）のスケジュール（２）



・原則、要支援１・２及び基本チェックリスト該当者が、サービスを新規利用
する場合に実施。

・６ヶ月後にも再度実施。

・ただし、永続的判断がなされた場合は対象とならない。

・永続的判断の条件（案）

①日常生活を維持できる補完的サービスであること

②アドバイスを要せず、状態安定、症状固定又は進行性疾患であること

・サービス種別によって、地域包括支援センター主催の地域生活応援会議
（Ｂ型）の対象となる。

・ただし、保険者又は地域包括支援センターが希望した場合は、

地域生活応援会議（Ａ型）で検討することが可能（案）
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地域生活応援会議（Ａ型）の対象者



対象者

時 期 内 容

平成２６年１０月以降 地域包括支援センターが自ら介護予防サービス計画を作成する

対象者に限り、試行的に実施。

平成２７年１月以降 次に掲げる対象者も含め、試行的に実施。
① 地域包括支援センターが指定居宅介護支援事業者に委託して
介護予防サービス計画を作成する対象者
② 介護予防小規模多機能型居宅介護
又は介護予防認知症対応型共同生活介護を利用しようとする対象者

平成２７年４月以降 要支援者のほか、「基本チェックリスト」該当者も含め、
本格的に実施。

新規に要支援と認定され、又は「基本チェックリスト」該当と判定された高齢

者のうち、在宅サービスを利用しようとするものを対象として、介護予防に資

するケアマネジメントのための「地域生活応援会議」を開催。
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地域生活応援会議の対象者



＜アドバイザー＞

・保険者（地域介護課及びサービス企画室）の職員

・中央地域包括支援センター（直営型）の専門職及び地域包括支援相談員

・委託型地域包括支援センターの専門職及び介護支援専門員

・地域保健課（中央保健センター）の保健師及び管理栄養士

・地域医療課の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士及び歯科衛生士

・桑名地区薬剤師会推薦の薬剤師

・三重県作業療法士協会推薦の作業療法士

＜オブザーバー＞

・三重県介護支援専門員協会桑員支部推薦の介護支援専門員

・桑名市社会福祉協議会の生活支援コーディネーター（１層及び２層）

＜司会者＞

・地域介護課サービス企画室長（社会福祉士）

・中央地域包括支援センター長（保健師）

・中央地域包括支援センター主事（社会福祉士）

・中央保健センター課長補佐兼地域支援係長（中央地域包括支援センター兼務、保健師）

・中央保健センター健康増進係長（中央地域包括支援センター兼務、保健師）

＜担当者＞

・計画作成担当者（包括、居宅、小規模多機能等の介護支援専門員等）

・サービス提供事業所の担当者
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地域生活応援会議（Ａ型）の参加者
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地域生活応援会議のながれ

①

介

護

申

請

②

ケ

ア

ミ

ー

テ

ィ

ン

グ
（
認
定
前
サ
ー
ビ
ス
利
用
時
）

前週金曜正午まで
資料提出

（アセスメント・プラン案等）

前週水曜までに予約

金～月曜
出席者へ資料配布

月～火曜
司会者・アドバイザー

による打合せ

会議後
助言等をプランに反映

③

要

支

援

認

定

④

ア

セ

ス

メ

ン

ト

・
プ

ラ

ン

原

案

作

成

⑤

地

域

生

活

応

援

会

議

⑥

サ

ー

ビ

ス

担

当

者

会

議

⑦

介

護

予

防

サ

ー

ビ

ス

等

の

利

用

開

始

金曜午後に印刷
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＜対象者＞

・申請中（新規・更新とも）で認定が出る前にサービスを利用する場合

・認定は出ているが、地域生活応援会議の開催予定日までにサービスを利用する場合

＜出席者＞

・保険者（地域介護課及びサービス企画室の職員）

・中央地域包括支援センターの職員

・担当地域包括支援センターの職員

・計画作成担当者

＜開催までの流れ＞

・事前にサービス企画室に予約（電話又は来庁）

・開催時に資料を持参、その場で印刷して配布

・１件３０分以内で開催

・後日、地域生活応援会議で検討

・ただし、要介護に認定された場合は除く
62

ケアミーティングの概要



○ 「地域生活応援会議」を効果的かつ効率的に開催するためには、

「地域生活応援会議」に提出される資料について、

ケアマネジメントの充実に向けた多職種協働のための「共通言語」となるよう、

様式を統一することが重要です。

会議資料

① アセスメントシート

② 介護予防サービス計画

③ 個別サービス計画

④ モニタリングシート

厚生労働省によって提示された様式のほか、他の市町村で使用される様式も参考として、
「地域生活応援会議」に提出される資料のうち、上記に掲げるものについて、標準的な様式を提供。

（注） 要介護・要支援認定に関するデータや「桑名市日常生活圏域ニーズ調査『いきいきくわな』」に基づくデータのほか、
介護給付及び予防給付に関するデータや後期高齢者及び国民健康保険に関するデータも活用。
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地域生活応援会議の提出資料



【参考】「地域生活応援会議」の基本的なスケジュール（平成２７年度）
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毎週火曜日
１３：３０～

「Ｂ型地域生活応援会議」

＜西部地域包括支援センター＞

＜南部地域包括支援センター＞

毎週水曜日
１３：３０～

「Ａ型地域生活応援会議」

＜桑名市及び全ての桑名市地域包括支援センター＞

毎週金曜日
１３：３０～

「Ｂ型地域生活応援会議」

＜東部地域包括支援センター＞

＜北部東地域包括支援センター＞

＜北部西地域包括支援センター＞
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【参考】介護予防に資するケアマネジメントの事例のイメージ

陥りがちなケアマネジメント 目指すべきケアマネジメント

できないことを代わりにするケア できないことをできるようにするケア

「独りで入浴できない」

「清潔を保持したい」

「なぜ独りで入浴できないのか」

「左片麻痺によるバランス不安定で
浴槽をまたげない」

いつまでも
独りで入浴できない

独りで
入浴できるようになる

「通所介護で

入浴する」

「通所介護で足を

持ち上げる動作を指導して

浴槽をまたげるようにする」
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認定率の推移
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○地域生活応援会議の目的

①個別プランを自立支援型プランにするための個別具体的な助言の場

②保険者、包括、社協、介護保険サービス事業所全体の規範的統合の場

③地域課題発見の場

○地域生活応援会議のメリット

・ケアマネが一人で作成 ⇒ 多くの専門職の意見を参考に作成できる

・地域包括ケアシステムの理念を具体的にプランに落とし込むことができる

「机上の理論」であるマクロの考えをミクロのケアプランへつなぎ、

自立支援型プランの作成を支援する

○地域生活応援会議の課題

・大人数の参加、資料の印刷・配布コストを考えると費用面に課題

・水曜午後に包括の相談機能が一時的に低下（市民サービス低下？）

・時間通りに進行できない場合がある

・地域課題の把握方法がまだまだ不十分

⇒現在、課題をワーキングチームで検討している 67

地域生活応援会議の目的と課題



・地域包括ケアシステムは、「高齢者が、住み慣れた

地域で可能な限り暮らし続けることのできる体制」

・その実現のため、①住民自身の介護予防が最も重要

現在（いま）は保健師の存在価値を示す重要な時機

・あわせて、②地域生活継続で支障となる地域課題の解消が

必要

・住民、行政、社協、包括、それぞれの立場からみんなが

頑張る、 「オール愛知」で取り組みましょう！
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ま と め

みなさんの力が、
これからの地域を創ります



ご清聴ありがとうございました
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